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2012年度政府予算編成に関する要請書

　日ごろより市民生活の向上にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。

　さて、東日本大震災は、市民生活に甚大な被害をもたらし、今なお予断を許さない状況が続いています。国・地方が、総力をあげて被災地の復興に取り組むためにも、復興・復旧に要する財源の確保が必要です。

　つきましては、2012年度政府予算編成においては、被災住民や復旧業務に携わる人々が安心して生活し円滑に活動できるよう、被災地の復興・復旧等に関する予算の拡大、重点配分がはかられるよう強く要請します。

記

1.　東日本大震災からの復旧・復興

　(１)　被災自治体が迅速に復旧・復興事業に取り組めるよう、必要な財源総額を確保すること。また、東日本大震災の復旧・復興に要する地方負担分は、通常の予算とは別に計上すること。

　(２)　避難住民を受け入れた自治体に対し、地方交付税とは別に財政支援を行うこと。

　(３)　被災した本庁舎、医療機関、介護保険施設、保育所等福祉施設の再建のため、財政面の支援を行うこと。

　(４)　被災地の復興を担う人材育成のために、長期的な視点で財源を確保すること。

　(５)　被災地の自治体立病院は、民間病院等のない地域に立地しているものも多く、被災状況も広域であり、全壊している病院も複数存在する。一日も早い復興をはかり、被災地の地域医療を確保していくために、阪神・淡路大震災を上回る復旧のための国費（国庫補助負担金）を投入するなど、全面的な措置を講じること。

　(６)　大震災の発生にともない、自治体立医療・福祉機関の耐震化をこれまで以上に推進していくことが求められており、適切な医療・福祉提供体制の維持がはかられるよう、施設の耐震化や補強等に対する支援を継続・拡充すること。

　　　　また、停電等による医療機能の停止やそれらにともなう医療事故を防止するため、自家発電設備整備への支援の拡充を講じること。

　(７)　被災地域の復興まちづくりは、地域主権を原則とし、地域の特性や地域ニーズなどを十分に踏まえた地域主体のまちづくりとなるよう進めること。また、震災による影響を鑑み、各都市の既存事業について、期間の延長をするなど柔軟な対応をはかること。

　(８)　東日本大震災で被災した水道事業者に対して、料金収入等の財源が大幅に落ち込むなど当初計画の収入が見込めないことから、経常経費を含む水道事業の復旧に必要な財源を確保すること。また、繰り出し基準緩和等の必要な措置を行うこと。

2.　被災自治体の迅速な復旧・復興にむけて

　　東日本大震災の復旧・復興については、上記1.での要請事項を基本としつつ、被災した自治体から、復旧・復興にむけた財政支援について、以下の通り要請がありましたので、予算措置等を速やかに講じていただくよう、お願いいたします。

　(１)　被災自治体が自主的判断により復旧・復興事業を実施できる一括交付金制度を創設すること。

　(２)　被災者の要望に即した支援を行うため、早期に復興基金を創設すること。

　(３)　被災自治体への人的支援を進めるため、全国的な支援体制を確立するとともに、支援を行った自治体に対し、十分な財政支援を行うこと。

　(４)　被災自治体には、行政支援として多数の自治体職員が派遣されていることから、派遣職員に対する内部被ばく検査等、必要な検査等の実施にあたって生じる財政負担に対し、財政措置を講じること。

　(５)　放射能除染地域が年１ミリシーベルト以上に拡大されることを踏まえ、除染の進め方についての統一的な基準を策定し、当該自治体に示すとともに、除染に要する費用について、該当自治体に対する財源措置を講じること。

　(６)　放射能汚染廃棄物の処理について、国が一定の判断基準を示すこと。また、廃棄物処理の費用について、必要な財源を確保すること。

　(７)　被災自治体や被災自治体に職員を派遣する自治体において、震災復旧に従事する職員の健康をサポートする体制をつくるとともに、メンタルヘルスを含めて健康診断に要する費用について、十分な財政支援を行うこと。

　(８)　被災した農林・水産関連施設の再建のため、財政面の支援を行うこと。

　(９)　被災者への公営住宅の無償提供など、災害救助法の適用を拡大し、経費については国が全額負担すること。

　(10)　公共交通機関が復旧するまで、スクールバス等代替交通機関にかかる経費については国が全額負担すること。

　(11)　全国の避難者について、避難元自治体による把握を可能とする情報システムを国の全額負担で構築すること。

　(12)　震災により休業・離職が危惧される労働者を救済するために、雇用に関する財政支援措置を講じること。

以　　上　　
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